日本における集団的自衛権について─ 国家の危機管理としての自衛権 ─ by 杉山 幸一






















































































































































の要件は ① 侵害が存在すること，② 侵害は，
急迫したものであること，③ 侵害は，不正な
ものであること，④ 防衛行為は，やむを得な
 3） 芦部信喜『憲法　第 5版』（岩波書店，平成 23年）
59頁。



















憲章の英文を見てみると “the inherent right of 
individual or collective self-defence” となり，
「inherent＝生来の」ということになる。また，







 4） 国際法学会編『国際関係法辞典　第 2版』（三
省堂，平成 17年）421頁。













































 7） 松葉真美「集団的自衛権の法的性質とその発達  
─ 国際法上の議論 ─」『レファレンス』（国立
国会図書館，平成 21年 1月号）81頁。



























































































































































































15） Case concerning Military and Paramilitary Activi-
ties in and against Nicaragua, ICJ Reports 1986.















































































16） 第 90 回帝国議会衆議院議事速記録第 6 号（昭
和 21 年 6 月 26 日）81頁。
17） 第 21回国会衆議院予算委員会議録第 2号（昭
和 29年 12月 22日）52頁。


















































この判決後の昭和 35年 3月 31日の参議院予
算委員会で，当時の岸首相は「いわゆる集団的

































20） 第 34回国会参議院予算委員会会議録 23号（昭
和 35年 3月 31日）27頁。














































































































































































































































































































































































































































































































32） 平成 27年 6月 15日，日本記者クラブでの発言。




















































































































































国内を見ても平成 23年 3月 11日の東日本大





























































































38） Bruce Russett, John Oneal “Triangulating Peace-
Democracy, Interdependence and International Orga-
nizations” （2001）, 171 p


























































































































































































































































































達 ─ 国際法上の議論 ─」『レファレンス』（国
立国会図書館，平成 21年 1月号）
Bruce Russett, John Oneal “Triangulating Peace-
Democracy, Interdependence and International 
Organizations” （2001）
参 考 資 料
第 90 回帝国議会衆議院議事速記録第 6 号（昭和
21 年 6 月 26 日）
第 21回国会衆議院予算委員会議録第 2号（昭和
29年 12月 22日）
第 94回国会衆議院法務委員会議録第 18号 8頁。
第 34回国会参議院予算委員会会議録 23号（昭
和 35年 3月 31日）





最大判昭和 34年 12月 16日刑集 13巻 13号 3225
頁。
百地章「正論」（産経新聞平成 27年 6月 16日朝刊）
平成 27年 6月 16日朝日新聞 DIGITAL『安保関
連法案の撤回を求める長谷部氏と小林氏の発
言詳報』（http://www.asahi.com/articles/ASH6H 
73D9H6HUTFK024.html）
共産党 HP（http://www.jcp.or.jp/）
衆議院 HP参照（http://www.shugiin.go.jp/internet/ 
itdb_shitsumona.nsf/html/shitsumon/b094032.
htm）
内閣官房 HP〔www.cas.go.jp〕
山元一『解釈改憲は悪か ?安保法案「違憲論」
への違和感』（THE　PAGE　2015年 7月 12日，
URL : thepage.jp/20150712-00000001-wordleaf）
